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内閣府のホームページ http://www.cao.go.jp/

「消費税率及び地方消費税率の引上げとそれに伴う対応について」（平成25年10月1日閣議決定）の概要抜粋

http://www5.cao.go.jp/keizai1/2013/1001syouhizeigaiyou.pdf

（冒頭）

・消費税率（国・地方）を平成26年４月１日に５％から８％へ引き上げることを確認する。

・消費税率の引上げによる反動減を緩和し、景気の下振れリスクに対応するとともに、その後の経済の

成長力の底上げと好循環の実現を図り、持続的な経済成長につなげるため、経済政策パッケージを決定。

（消費税率引上げにあたっての対応）

消費税率の引上げにあたっては、税収増を社会保障の充実・安定化に充てるのみならず、デフレ脱却と

経済再生に向けた取組みを更に強化するため、以下の（１）～（７）を「経済政策パッケージ」として取

り組む。

（１）成長力底上げのための政策

① 成長戦略関連施策の当面の実行方針

② 投資減税措置等

○ 設備投資減税・研究開発減税、事業再編促進税制、ベンチャーファンドへの投資を促す税制等につい

て、所要の措置を講ずる。

（２）「政・労・使」の連携による経済の好循環の実現

○ 企業収益の拡大が賃金上昇や雇用拡大による消費拡大・投資増加につながる好循環を実現するため、

政府は、9月20日に立ち上げた「経済の好循環実現に向けた政労使会議」等において取組を進める。

○ 所得拡大促進税制について、企業による賃金引上げの取組を強力に促進するため、拡充を行う。

○ 足元の経済成長を賃金上昇につなげることを前提に、復興特別法人税の一年前倒しでの廃止について

検討する。その検討にあたっては、税収の動向などを見極めて復興特別法人税に代わる復興財源を確保

すること、国民の理解、なかでも被災地の方々の十分な理解を得ること、及び復興特別法人税の廃止を

確実に賃金上昇につなげられる方策と見通しを確認すること等を踏まえたうえで、12月中に結論を得る。

（３）新たな経済対策の策定

○ 消費税率引上げに伴う駆け込み需要とその反動減を緩和し、景気の下振れリスクに対応するととも

に、その後の経済の成長力を底上げして成長軌道に早期に復帰できるよう、反動減等に対応した給付措

置（後述）と合わせて、新たな経済対策を策定する。

○ 来年度４～６月期に見込まれる反動減を大きく上回る５兆円規模とし、３％の消費税率引上げによる

影響を大幅に緩和するとともに、経済の成長力の底上げ、成長軌道への早期の復帰に対応。

○ その中で、・競争力強化策（中小企業に重点を置いた投資補助金などの設備投資支援策、エネルギー

コスト対策、東京オリンピックへの対応などの交通・物流ネットワークの整備、競争力強化・イノベー

ションにつながる重点課題の研究開発、地域活性化のための農業の6次産業化の推進など）

・高齢者・女性・若者向け施策（簡素な給付措置の加算措置、若者や女性を含めた雇用拡大・賃上げ促

進のための措置、子育て支援など）

・復興、防災・安全対策の加速（被災地の災害復旧、学校施設の耐震化、地域経済に配慮した社会資本

の老朽化対策など。復興事業については、復興特別法人税を減税する場合には復興財源を補填。）

などを措置すべく、今後、来年度予算と併せて具体化し、景気や税収の動向を見極めた上で、12月上旬

に新たな経済対策として策定する。

○ その上で、これらの施策を実行するための平成25年度補正予算を、来年度予算と併せて編成する。

○ また、来年度予算においても、経済成長に資する施策に重点化する。

（４）簡素な給付措置： 市町村民税非課税者2,400万人に１万円支給。老齢基礎年金（65歳以上）の受

給者等に5,000円を加算。

（５）住宅取得等に係る給付措置（給与収入約500万円以下の住宅購入者に10～30万円給付。被災地は標

準的な負担増加額を給付。）、車体課税の見直し
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（６）転嫁対策： 消費税の円滑かつ適正な転嫁を確保するため、実効性ある対策を推進。

（７）復興の加速等（再掲） ： ①新たな経済対策の中で復旧・復興の加速に取り組み、平成25年度補

正予算及び平成26年度当初予算で予算措置を講じる。②その対策の中で、復興特別法人税を廃止する場

合は復興財源を補填する。③被災者の住宅再建に係る給付措置を行う。

（各社社説より）

○東京新聞【社説】【社説】【社説】【社説】増税の大義が見えない増税の大義が見えない増税の大義が見えない増税の大義が見えない 消費税引き上げを決定消費税引き上げを決定消費税引き上げを決定消費税引き上げを決定 2013 年 10月 2 日

安倍晋三首相が来年四月から消費税の８％への引き上げを決めた。終始、国民不在のまま進んだ大増税は、

本来の目的も変質し、暮らしにのしかかる。

一体、何のための大増税か－。疑問がわく決着である。重い負担を強いるのに、血税は社会保障や財政再建

といった本来の目的に充てられる保証はない。公共事業などのばらまきを可能とする付則が消費増税法に加え

られたためだ。肝心の社会保障改革は不安が先に立つ内容となり、増税のための巨額の経済対策に至っては財

政再建に矛盾する。増税の意義がまったく見えないのである。

◆正統性ない決定過程

わたしたちは、現時点での消費税増税には反対を唱えてきた。何よりも、この増税の決定プロセスには正統

性がないと考えたからである。始まりは、民主党の「マニフェスト（政権公約）違反」であった。

消費税増税をしないといって政権に就いたにもかかわらず、突如として増税に舵（かじ）を切った。一千兆

円もの財政赤字の現状から、国民にいずれ消費税引き上げはやむを得ないとの覚悟があったとしても、手続き

違反だし、国民への背信行為である。

民主党は「天下りや渡りを繰り返すシロアリ官僚の退治なしの増税はおかしい」とも訴えながら、結局、行

革も自ら身を切る改革も反故（ほご）にしてきた。政治には信頼が必要なのである。

その民主と組んで昨年八月に消費増税法を成立させた自民、公明も年末の総選挙や七月の参院選で増税を

堂々と争点に掲げることはなかった。消費税増税が政治的に国民の理解を得たとはいえない。

それもそのはずである。自公は消費増税法案の付則に「成長戦略や事前防災、減災などの分野に資金を重点

的に配分する」と追加し、消費税の使い道を公共事業など何でもありに変更した。

◆変質した増税の理念

国土強靱（きょうじん）化や減災構想のためとみられている。社会保障目的ならまだしも、「何でもあり」

を表だって問えるはずがない。

消費増税法の原点は「社会保障と税の一体改革」であり、毎年一兆円ずつ増え続ける社会保障費の財源確保

が目的だったはずだ。国民の多くは今でもそう望んでいるだろう。しかし一体改革であるはずなのに、増税だ

けが先行して決まった。そのうえ年金制度など社会保障の抜本改革は見送られた。

本来なら「社会保障改革のために財源がこれだけ必要となり、そのために消費税を何％引き上げる必要があ

る」と国民に理解を求めるのが筋である。財政再建を理由に、先に増税ありきの財務省が描くシナリオに乗る

から齟齬（そご）を来すのである。消費税増税の理念は変質し、国民に負担を求める大義も失ってしまったと

いっていい。

消費税は１％で二・七兆円の税収があり、３％引き上げると国民負担は八兆円を超える。財務省にとっては

景気に左右されず安定的に税収が確保できるので好都合だ。だが、すべての人に同等にのしかかるため、所得

の低い人ほど負担が重くなる逆進性がある。

さらに法人税は赤字企業には課せられないが、消費税はすべての商取引にかかり、もうかっていなくても必

ず発生する。立場の弱い中小零細事業者は消費税を転嫁できずに自ら背負わざるを得ない場合がある。このま

までは格差を広げ、弱者を追い込む「悪魔の税制」になってしまう。

消費税を増税する一方、法人税は減税を進めようというのは大企業を優先する安倍政権の姿勢を物語ってい

る。消費税増税で景気腰折れとならないよう打ち出す経済対策も同じである。五兆円規模のうち、企業向けの

設備投資や賃上げを促す減税、さらに年末までに決める復興特別法人税の前倒し廃止を合わせると一・九兆円

に上る。公共事業などの景気浮揚策も二兆円である。

国民から吸い上げた消費税を原資に、財界や建設業界といった自民党支持基盤に還流されたり、減税に充て

られる構図である。過去に経済対策と銘打って公共事業をばらまき、借金を積み上げた「古い自民」の歴史を

忘れてもらっては困る。このままでは社会保障の充実も財政再建もかなわないまま、消費税率だけが上がって

いくことになりかねない。
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◆安心できる社会保障を

安倍首相は「持続可能な社会保障制度を次の世代にしっかりと引き渡すため、熟慮の末に消費税引き上げを

決断した。財源確保は待ったなしだ」と理由を述べた。

そうであるならば、やるべきことは、安心できる社会保障制度の将来像を具体的に描き、その実現のために

無駄な財政支出を徹底的に削減し、公平な負担を確立する。それなしに国民の理解は得られるとはとても思え

ない。

○しんぶん赤旗 2013年 10月 2日(水)主張 消費税率引き上げ 国民は増税の実施を認めない
安倍晋三政権が実施を決めた来年４月からの消費税の税率５％から８％への引き上げは、総額で８兆円に上

る巨額の負担を国民に押し付ける暴挙です。物価を上昇させ、国民の消費を冷え込ませて、暮らしと経済に壊

滅的な打撃を与えます。しかもそのあとには再来年１０月から消費税の税率をさらに１０％に引き上げる増税

が待ち構えています。消費税の増税を押し付ける一方、大企業の法人税を減税するなど論外です。消費税増税

との「一体改革」と称した医療、介護、年金など社会保障の改悪も目白押しです。国民は決してこんな庶民大

増税は認めません。

厚顔無恥にもほどがある

「国民は景気回復を実感できていない。消費税増税などもってのほか」「被災地はまだまだ復興の途中。復

興を妨げる消費税増税は中止を」―安倍政権による消費税増税実施の決定を目前に、先週末東京で開かれた「消

費税大増税ストップ」を求める国民集会での声です。会場の日比谷野外音楽堂は、「絶対中止」とかかれた真

っ赤なプラスターで埋まりました。

安倍政権の実施決定直前の９月末、「日経」がおこなった世論調査でも、来年４月からの消費税増税に「賛

成」が４７％、「反対」が４８％と拮抗（きっこう）したままです。国民の多数が増税に納得しているとはと

てもいえません。消費税増税の強行は｢ 同意なしには課税なし｣ が原則の､ 民主主義の根本を破壊します｡

だいたい民主党政権のもとで昨年８月、自民、公明、民主の３党で消費税増税法を強行成立させたさい、増

税の実施は経済状況の「好転」が条件でした。安倍政権が経済の再生を最優先させてきたのもそのためです

が､ ｢ アベノミクス｣ の結果､ 株価や物価は上がっても国民の所得や雇用は増えていません。安倍政権が実施

決定の直前になって追加的な経済対策をめぐり大騒ぎしたのも、経済が好転していないのを証明するものです。

しかも、景気を「腰折れさせない」と称して安倍政権が持ち出してきた追加的な経済対策の中身はひどすぎ

ます。消費税の増税に直撃される国民の暮らしはそっちのけで、大企業向けの法人税については、復興特別法

人税は前倒しで廃止する、設備投資などへの減税は拡大すると、至れり尽くせりです。大手ゼネコンのための

公共事業の追加も盛り込みました。

与党内の調整で復興法人税の廃止には「検討」ということばが加わりましたが、単なる取り繕いです。被災

地や増税が続く国民は念頭にありません。法人税を減税しても賃金に回るかどうかわからないと疑問が出され

ると、では賃金を上げたらその分も減税しましょうと言い出す始末です。大企業のためには何でもありという

態度を大企業いいなりの厚顔無恥といわずになんといえばいいのか。

増税中止の一点で共同を

安倍政権も否定できないように、経済状況の不安が解消していないなら、まず消費税の増税を中止すべきで

す。４月からの増税中止には、時間は十分あります。

税と社会保障のあり方や財政再建について意見の違う方を含め、４月からの消費税増税中止の一点で力を合

わせ、やめさせなければなりません。消費税増税が暮らしと経済をめちゃくちゃにするのを許さないために、

増税中止の世論と運動を広げることが重要です。

○読売新聞 消費税率８％へ消費税率８％へ消費税率８％へ消費税率８％へ 景気と財政へ首相の重い決断（景気と財政へ首相の重い決断（景気と財政へ首相の重い決断（景気と財政へ首相の重い決断（10101010 月月月月 2222 日付・読売社説）日付・読売社説）日付・読売社説）日付・読売社説）

◆来春から必需品に軽減税率を◆

景気回復と財政再建をどう両立させるか。日本再生を掲げる安倍政権の真価が問われよう。

安倍首相が、来年４月に消費税率を５％から８％に予定通り引き上げると表明した。企業減税など５兆円

規模の経済対策も打ち出す。

デフレからの脱却を最優先し、来春の増税を先送りすべきであるが、首相が自らの責任で重い決断をした

以上、これを受け止めるしかあるまい。

消費増税で景気を腰折れさせては本末転倒だ。政府は経済運営に万全を期さねばならない。
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◆雇用の回復は道半ば◆

首相は記者会見で、増税を決断した理由について、「国の信認を維持し、社会保障制度を次の世代にしっか

り引き渡すことが私の内閣の責任だ」と説明した。

膨張する年金、医療、介護など社会保障費の安定財源を消費税増税で確保することは、自民、公明、民主

の３党が決めた社会保障と税の一体改革の根幹である。

国の借金は既に１０００兆円を超え、先進国で最悪だ。市場などでは、来春の消費増税を見送れば、国債

が暴落しかねないといった懸念も出ていた。

少子高齢化の急激な進行を踏まえれば、消費税率を引き上げる方向性は正しい。

問題なのは、ようやく景気が上向いてきた日本経済が来春の消費増税で失速しないかどうか、不透明なこ

とである。

日銀の９月企業短期経済観測調査（短観）で、大企業の景況感は大きく改善し、リーマン・ショック前の

水準に戻った。だが、今後はペースが鈍るとみられる。

さらに懸念されるのは雇用情勢だ。８月の失業率は３か月ぶりに４％台に上昇し、サラリーマンの給与も

減少が続いている。

首相は、「大胆な経済対策を果断に実行し、景気回復のチャンスを確実にする」と述べた。

◆法人税率下げは急務だ◆

経済対策には、民間設備投資や研究開発を促す政策減税のほか、従業員の賃上げに踏み切った企業を対象

にした税負担の軽減策拡充などを盛り込む。

震災復興のため法人税に上乗せしている「復興特別法人税」についても、１年前倒しで廃止する方向で年

内に結論を出す。

無論、特別法人税に代わる復興財源をしっかり確保することが不可欠だ。首相が「復興に支障が生じるこ

とがあってはならない」と述べたのは当然である。

首相はまた、主要国に比べて高い法人税の実効税率引き下げについても、与党に速やかな検討開始を求め

た。企業の国際競争力強化や、海外からの対日投資の拡大は喫緊の課題と言える。

首相の主導で実効税率引き下げに道筋をつけた意味は大きい。

ただし、消費税を増税する一方で、企業減税することに対し、国民や与野党から「企業優遇だ」などの批

判が出ている。

経済成長の主役は民間企業である。政策支援を追い風に、企業も内部留保を投資や賃上げに活用するなど、

経済成長の「好循環」に貢献することが求められる。

経済対策は約５兆円と、消費税率２％分の規模を確保するが、「見かけ倒し」では、景気を十分に支えるこ

とはできまい。

減税措置などを幅広い企業が利用するかどうか、政府は成果を検証する必要がある。

消費税の増収分を当て込み、不要不急の公共事業を拡大することも避けるべきだ。

今月中旬に始まる臨時国会は、安倍政権の掲げる成長戦略の柱である産業競争力強化法案など、重要なテ

ーマが多い。

名実ともに「成長戦略実現国会」となるよう、政府・与党は円滑な国会運営に全力を尽くし、迅速に成果

を上げてもらいたい。

◆簡素な給付では力不足◆

企業減税の効果が賃金上昇を通じて消費者に波及するまでには、一定の時間がかかるだろう。個人消費の

落ち込みを防ぐため、即効性のある手立てが要る。

政府は、低所得世帯を対象に１人当たり１万～１万５０００円を支給する「簡素な給付措置」を講じる構

えだが、一時的な現金支給では効果は限定的である。

コメなどの生活必需品や、民主主義と活字文化を支える新聞の消費税率を抑える「軽減税率」の方が、低

所得層など広範な消費者に持続的な恩恵が及ぶはずだ。

自民、公明両党は、消費税率を１０％にする際に軽減税率の導入を目指すというが、来春の８％への引き

上げ時に導入し、家計の負担を和らげるべきだろう。（2013年10月2日01時31分 読売新聞）

○朝日新聞 2013 年 10 月 2 日（水）付 １７年ぶり消費増税１７年ぶり消費増税１７年ぶり消費増税１７年ぶり消費増税――――目的を見失ってはならぬ目的を見失ってはならぬ目的を見失ってはならぬ目的を見失ってはならぬ

安倍首相が、消費税の増税を決めた。５％の税率は来年４月から８％に上がる。 ９７年４月に３％から

５％になって以来、１７年ぶりの消費増税だ。これまでは所得税などの減税とセットだったが、今回はない。

金額にして８兆円余り。わが国の税制改革史上、例のない大型増税である。家計への負担は大きい。

■一体改革の原点
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それでも、消費増税はやむをえないと考える。 借金漬けの財政を少しでも改善し、社会保障を持続可能な

ものにすることは、待ったなしの課題だからだ。

「社会保障と税の一体改革」という原点に立ち返ろう。 国債を中心とする国の借金の総額は国内総生産（Ｇ

ＤＰ）の約２倍、１千兆円を突破した。今年度の一般会計では、新たな国債発行が４０兆円を超え、予算の半

分近くに及ぶ。 最大の原因は、高齢化に伴う社会保障費の伸びだ。医療や年金、介護の財源は、保険料や窓

口負担だけでは足りない。国や自治体が多額の予算を投じており、国の社会保障費は年に１兆円ほど膨らみ続

ける。 将来の世代に借金のツケを回しながら、今の世代の社会保障をやりくりする――。こんなことをいつ

までも続けられるはずがない。社会保障を安定させ、財政の危機を未然に防ぐには、今を生きる私たちがもっ

と負担するしかない。

では数多い税金のうち、なぜ消費税なのか。 社会保障による給付は高齢者向けが中心だ。お年寄りの割合

は上がり続けており、所得税など働く世代の負担だけに頼るわけにはいかない。 しかも、現役組は賃金が増

えないなか、子育てや教育、住宅など多くの負担を抱える。支援を強化しないと、人口減少に拍車がかかりか

ねない。 こうした点を考えれば、国民が幅広く負担し、税収も安定している消費税が、社会保障の財源に最

もふさわしい。 あわせて豊かな人たちを対象に、所得税や相続税を強化する必要がある。格差を縮めるため

にも不可欠だ。ただ、これだけで消費増税に匹敵する財源を確保するのは難しい。

■法人税減税への疑問

政府の責任は、規制改革などで経済を成長させつつ、税金をしっかり集め、むだ遣いせず効果的に配分する

ことだ。この三つの課題に向き合わなければ、増税への理解は得られない。 ところが、安倍政権は増税で予

想される景気悪化への対策を理由に、これに反するような政策を打ち出した。 ５兆円の経済対策である。 所

得の少ない人の負担が重い消費増税では、低所得者への支援策が必要だ。補正予算にその費用を盛り込むのは

わかる。

しかし、対策の柱がなぜ、法人税の減税なのか。 政権は、与党内の根強い反対を押し切り、法人税の減税

方針を打ち出した。東日本大震災の復興費にあてる上乗せ増税を予定より１年早く今年度で打ち切ることや、

その先の税率引き下げの検討を急ぐという。 企業は経済成長の担い手であり、雇用の場でもある。国際的に

法人減税の競争が続いているのも事実だ。 ただ、日銀の統計では、企業（金融を除く）は現金・預金だけで

２２０兆円も抱え込んでいる。多くの企業は、収益が上向いても使おうとしない。 まず、こうした現状を改

める必要がある。安倍首相は税率引き下げをテコに賃上げを迫る構えだが、財政への影響が大きい一律減税の

前に、賃金や雇用、投資を増やした企業の税負担を軽くする手立てに集中すべきではないか。

■政権に自覚はあるか

経済対策は支出面でも疑問がある。代表例が公共事業だ。 老朽化した社会インフラの更新は急ぐべきだが、

公共事業が足もとの景気を支える効果に飛びつき、「金額ありき」で上積みする姿勢がありありだ。バブル崩

壊後、毎年のように補正予算を組んで財政を悪化させてきた愚を繰り返すのか。

消費税の制度そのものにも課題が残る。 国民が払った税金がきちんと税務署に納められることは税制の大

原則である。業者の手元に一部が残る「益税」対策を徹底することが欠かせない。 業者間の取引に、税額を

明示したインボイス（明細書）を導入すべきだ。商品やサービス自体の価格と消費税分の区分けがはっきりす

れば、取引時の転嫁がしやすくなり、立場の弱い中小事業者が泣き寝入りすることも減らせる。 税金は安い

にこしたことはない。それでも納税するのは、政府が暮らしに必要な政策に取り組むと信じるからだ。 消費

増税の目的をはき違えていないか。安倍政権は、国民の厳しい視線が注がれていることを自覚すべきだ。

○毎日新聞 社説::::消費税８％へ 増税の原点を忘れるな毎日新聞 2013 年 10 月 02日 02 時 30 分

安倍晋三首相が消費税率を来年４月から８％に引き上げることを表明した。

私たちは、増大する社会保障費と危機的な財政をふまえ、消費増税は避けて通れない道だと主張してきた。

現在の経済状況を考慮しても、先送りする事情は見当たらない。昨年の自民、公明、民主各党による「税と社

会保障の一体改革に関する合意」と、その後の関連法成立に沿った首相の判断は妥当と言える。
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増税によって、社会保障の持続可能性は高まり、財政を健全化していく第一歩となる。その結果、国民、と

りわけ若い世代が抱く将来への不安がやわらぎ、不透明感が解消されていくことも期待される。

◇軽減税率の導入急げ

しかし、これだけでは不十分である。政治が、民間が取り組まなくてはいけない課題は多い。すぐにでも、

取りかかる必要がある。

安倍政権はこの２、３カ月、経済状況をみて引き上げを実施するかどうかを判断するという「景気条項」に

基づいて、対応が揺れた。結局、景気への悪影響を抑えるとして、公共事業をふんだんに盛り込んだ５兆円規

模の「経済対策」と、復興特別法人税の「前倒し廃止の検討」を決めた。

景気を考えた何らかの対策は必要かもしれない。だが、それを口実に政権や党の支持基盤強化につなげよう

と公共事業のばらまきなどに走るのは、国民の痛みにつけこむもので、何のための増税かわからない。

そんなことに精力を傾け、理屈付けに躍起になる前にやるべきことがある。

まず、増税と表裏の関係にある安心できる年金、医療、介護などの具体化だ。社会保障制度改革国民会議が

まとめた改革策は、年齢を軸にした現行制度を見直し、所得に応じた負担と給付への転換を打ち出した。「抜

本的な制度見直しは棚上げ」との批判もあるが、子育て支援策の充実などは評価でき、政治的困難さを克服し

て着実に実行に移してほしい。不備や課題は、そうした中で柔軟に対処していけばいい。

増税による財政のゆとりは、こうした社会保障策の充実にのみ使うのは言うまでもない。それが税率引き上

げの原点である。

しかし、８％では借金の穴埋めにも不十分であり、２０１５年１０月に予定通り消費税率を１０％に引き上

げる判断を迫られるだろう。持続的な社会保障制度の構築に責任を持ち、原点を守るうえで、それは当然の政

治的決断と言える。

第二に、弱者への配慮は、さらに手厚くすべきだ。逆進性の強い消費税の増税は、経済的に苦しい人に強い

しわ寄せが及ぶ。所得が低い層への効果的な対策に知恵を絞らなくてはならない。

そのためにも食品など生活必需品の税率を低く抑える軽減税率の導入を急がなくてはいけない。すぐに制度

設計に取り組むべきだ。

欧州各国のほとんどが、食品のほか新聞、書籍類の税率をゼロや数％に抑えている。「知識には課税しない」

という考えは、だれもが情報を入手しやすい環境を整え、民主主義を支えるうえで不可欠だ。

◇政治への監視強めよう

忘れてならないのは、歳出の徹底した見直しを進めることだ。アベノミクスや東京五輪開催にうかれている

のか、国の財布のひもを締め、財政規律を守るという当たり前の考えが最近、すっかりかすんでいる。増税は、

歳出削減とセットになって大きな効果と納得感を生む。定数削減など国会議員自らが身を削る約束も果たして

ほしい。

個人を含めた民間も、やるべきことがある。

民間企業は新しい分野への投資や技術革新、経営改革などに挑み、雇用の拡大と賃金の底上げを図ってもら

いたい。「日本経済の活性化につながる」として消費増税を支持した経営者は少なくない。法人税の実質減税

という思わぬ果実も得た。さまざまな要求をして、あれこれ国にお膳立てしてもらう段階は過ぎた。そろそろ

経営者が動く番だ。力量をしっかり見せてほしい。

消費増税が公平感を伴って浸透していくには、価格への円滑な転嫁が欠かせない。下請け仕事をもらったり、

原材料を納入したりする弱い立場の中小・零細企業は、増税分を一方的に負担させられるのではないかという

不安がある。公正取引委員会は監視を強める方針だが、大企業や流通段階を担う業界は、中小・零細企業を泣
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かさない円滑な転嫁を進めてもらいたい。

国民にとって増税の痛みは大きい。電力料金引き上げや円安などによる食品の値上げ、介護や医療分野での

負担増などが相次ぐ一方、毎月勤労統計によると基本給は８月まで１５カ月連続で減少している。

それでも最新の毎日新聞の世論調査では「消費税を予定通り引き上げるべきだ」が、先送りや増税反対を抑

えて最も多かった。将来の国づくりへの前向きな一歩として、やむを得ないとの考えだろう。政治への関心を

高め、税金の使われ方をしっかり監視しなくてはいけない。金も出すが、口も出す国民でありたい。

○日経新聞 消費増税を財政改革の出発点に 2013/10/2 付

安倍晋三首相が予定通り消費税増税を決断した。５兆円規模の経済対策で景気を下支えしながら、５％の消

費税率を2014年４月に８％まで引き上げる。

17年ぶりの消費税増税を実行し、財政再建の一歩を踏み出すことを評価したい。日本経済の成長基盤を強化

しつつ、さらなる歳出・歳入改革も進めるべきだ。

４～６月期の実質成長率は前期比年率3.8％で、１～３月期の4.1％に続く高成長となった。９月の日銀調査

では、大企業製造業の業況判断指数がリーマン・ショック後の最高を記録した。

法人減税で成長強化も

アベノミクスの効果もあって、日本経済は着実に回復している。米国の財政運営を巡る混乱や新興国の景気

減速といった不安は残るとしても、増税に踏み切る環境が整ったとみていいだろう。

本格的な財政再建が避けられないにもかかわらず、日本はその努力を怠ってきた。国と地方の長期債務はい

まや1000兆円に上る。次の世代に過大な借金を負わせ続けるわけにはいかない。

首相は記者会見で「経済再生と財政健全化を同時に達成するほかに道はない」と語った。景気の腰折れを避

ける対策を講じ、15年10月に予定している次の増税につなごうというのは妥当である。

対策の柱に据えたのは企業の活力を引き出す法人税減税だ。設備投資や給与を増やす企業向けの政策減税を

実施する。復興特別法人税を１年早く打ち切り、法人実効税率を14年度に38％強から35％台に下げることも検

討する。

政策減税も景気のてこ入れには一定の効果があるだろう。しかし国内企業の競争力を高め、日本の立地・投

資環境を改善するには、主要国よりも高い実効税率の引き下げに踏み込む必要がある。

復興特別法人税の廃止はその一歩だが、これだけで終わらせてはならない。15年度以降の課題となる実効税

率の一層の引き下げを実現するため、財源の確保を含めた検討作業を急ぐべきだ。

「企業に法人税減税を与え、個人に消費税増税を迫るのは不公平だ」との不満は強い。「東日本大震災の被

災地復興を軽視している」という批判も出ている。

だが景気の本格回復に欠かせない設備投資や雇用、賃金を生み出すのは企業だ。その負担を恒久的に軽減し、

日本経済を底上げすれば、個人にも恩恵が及ぶ。

復興予算については、被災地以外の事業への流用も表面化している。25兆円と見積もった復興経費の妥当性

をこの機会に検証し、復興特別所得税にも軽減の余地がないかどうかを探ってほしい。

法人税減税にこだわった安倍首相の期待にこたえ、投資の拡大や賃上げに踏み切る企業自身の努力も望まれ

る。政府が過剰な圧力をかけて減税の見返りを迫るのは問題だが、企業がいたずらに手元資金を積み上げるの

でも困る。

心配なのは財政規律の緩みである。安倍政権は防災・減災や東京五輪開催のための公共事業も対策に盛り込

んだ。国民の負担増を緩和するという名目で、不要不急の支出を膨らませてはならない。

低所得者や住宅取得者に現金を給付し、負担感を和らげるのは理解できる。所得や資産などの状況を適正に

把握し、ばらまきを排除するよう注意してほしい。

もちろん今回の消費税増税だけで財政を再建できるわけではない。税率を10％まで上げても、国と地方の基
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礎的財政収支を20年度までに黒字化するという目標は達成できない。歳出抑制と歳入確保の努力を継続する必

要がある。

歳出抑制の努力足りず

今の安倍政権に足りないのは歳出抑制の覚悟だ。その本丸は社会保障費の効率化にある。高齢化の進展など

に伴って自動的に膨らむ年１兆円規模の「自然増」を放置したままでは、消費税率を２ケタに上げても追いつ

かない。

余裕のある高齢者には給付の抑制と応分の負担を求め、現役世代の重荷を減らす抜本的な年金・医療・介護

の制度改革が欠かせない。その具体策を示し、歳出抑制の手段を定めないと、財政運営への信頼感は高まらな

いだろう。

財政再建と成長を両立できてこそ、日本経済の真の再生につながる。金融緩和と財政出動の成果だけに寄り

かかるのではなく、成長戦略の具体化も進めるべきだ。

医療や介護、農業などの規制緩和は道半ばである。容積率の緩和や混合診療の拡充などを特例的に認める「国

家戦略特区」の詰めも急ぎたい。できるだけ自由度の高い環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）の締結にも努力し

てほしい。

○産経ニュース 消費税８％決定 ⽇本再⽣へ確実につなげ 成⻑戦略の具体化が急務だ
2013.10.2 03:09 （1/3ページ）［主張］

安倍晋三首相が消費税率を来年４月から３％引き上げ、８％とすることを正式表明した。安定的な社会保障財源の

確保と財政健全化に向け、確かな一歩を踏み出した意義は大きい。

安倍首相は１日の記者会見で増税の理由について「国の信認を維持し、持続可能な社会保障制度を次の世代に引

き渡すため」として国民に理解を求めた。

景気への影響を懸念し、増税先送りを求める声は政府内にもあった。その中で、ぶれずに法律通りに増税の実施を

決断した安倍首相の姿勢を支持したい。

消費税増税は１７年ぶりとなる。日本は今、デフレから脱却し「失われた１５年」を埋める過程にある。安倍首相は増税

による景気の落ち込みを防ぎ、日本経済を上向かせる成長戦略の具体化を急ぐことが必要だ。増税による財政再建と

成長は「日本再生」のために、どちらも欠かせない。

≪政治も身を切る覚悟を≫

一方で、国民に増税という負担を求める以上、政治も自ら身を切る覚悟を示すべきだ。予算削減などを通じた政府の

スリム化を図ることも必要だ。安倍首相は選挙制度改革を通じた定数削減などを主導し、増税への国民の理解を求め

てほしい。

日銀がまとめた９月の短観で、企業心理の大幅改善が確認された。今年４～６月期の実質国内総生産（ＧＤＰ）も年

率３・８％増に上方修正され、堅調な個人消費に加えて設備投資もプラスに転じた。来年４月の増税実施に向け、景気

は着実に回復傾向にあるとの判断は妥当だ。

増税の目的は言うまでもない。高齢化に伴って増加が続く社会保障財源について、税収が景気に左右されにくい消費

税の税率引き上げで確保することだ。

税収と同じ規模の国債発行に頼る、借金頼みの財政運営には決別しなくてはならない。

財務危機に見舞われた欧州をみても、財政に対する市場の信認を失えば国債価格は暴落し、金利は急騰する。そう

なれば景気を直撃し、国の予算編成にも支障が生じる。持続可能な財政は国の成長を支える基盤と認識すべきだ。

その意味でも国際公約となった消費税増税の実施は、安定的な経済成長を果たす日本再生に舵（かじ）を切る意思

表示と受け止めたい。

ただ、すでに政府の債務残高が１千兆円を超え、財政再建は増税のみでは達成できない。消費税を法律通りに平成

http://sankei.jp.msn.com/column/topics/column-14593-t1.htm
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２７年１０月に１０％に再び引き上げても、国と地方の基礎的財政収支を３２年度に黒字化させるとの政府目標はクリア

できない。厳しい歳出削減にも同時に取り組む必要がある。

とくに、高齢化で膨張が続く社会保障費への切り込みは待ったなしだ。現行制度をこのまま続ければ、高齢化などの

影響で年１兆円規模で必要な予算は増える。これを放置していては、財政健全化の道筋は描けない。社会保障制度

改革国民会議が示した改革案の具体化を急いでほしい。

増税対策で検討するとした復興特別法人税の前倒し廃止は、日本経済に活力を与えることを目指すものだ。

被災地の復興財源の確保は当然だが、これによって税負担が軽減される企業は、積極的な設備投資や賃金引き上げ

など、日本経済の成長に資する責務があることを忘れてはならない。

≪バラマキは許されない≫

消費税増税に伴う低所得者対策では、住民税の非課税世帯を対象に１人あたり年間１万～１万５千円を支給すると

いう。増税の影響を強く受ける低所得者層への配慮は必要だが、単なるバラマキは許されない。

低所得者対策は、やはり軽減税率の導入を軸とすべきだ。

コメ、みそなど基礎的な食料品や新聞・雑誌などに消費税負担を抑える軽減税率は透明性が高く、低所得者に恩恵

が広く行き渡る。欧州では付加価値税（消費税に相当）の税率が２０％前後だが、生活用品を広く軽減対象と認めるこ

とで高い税率に国民の理解を得ている。日本も導入すべきだ。

産経新聞とＦＮＮが９月実施した世論調査によると、来年４月から予定通りの消費税増税の実施を「支持する」と答え

た人は、３分の１にとどまった。

生活に直結する消費税増税に反対する声は根強い。これからも丁寧な説明が欠かせない。


